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1.会社の状況に関する重要な事項 

(1) 事業の経過および成果 
【全般の状況】 

当社は、主に自然由来の亀岡市産の電力を市の公共施設や民間施設などに供給し、エネルギーの地産地

消を目指すとともに、そこで得た収益をエネルギー関連事業や地域活性化事業などに還元することにより、

地域の発展に貢献することを目的として設立され、平成30年４月に電力供給を開始しました。 
現在、依然としてウクライナ情勢や中東情勢の終結が見えない中、さらにアメリカの政権交代による再

生エネルギー抑制への政策シフトや関税措置による再エネ設備の製造コストの高騰等、またそれによるエ

ネルギー源の構成比や供給比率の変動要因など、多くの不確定要素を含み、エネルギー業界を取り巻く環

境は依然として不透明感が続く予測困難な状況下にあります。 
このような環境の中で、国内の電気代においては、昨年度と同様に安定推移していると言えますが、日

本へのエネルギー業界への影響力を踏まえ、安定電源を確保していく価値を改めて認識しており、当社は

電力の調達先の多様化や自前電源の開発を図っています。 
また、第８期は市場環境が年間を通じて落ち着いておりますが、容量拠出金の負担が始まり、初年度が

非常に高額であったことから、昨年度を下回る業績となりました。第８期決算の売上高は 202.8 百万円、

売上総利益は16.9百万円、税引前当期純利益は15.0百万円 となりました。 
 

単位：千円

売上高 153,651 100.0% 218,740 100.0% 197,495 100.0% 202,837 100.0%
売上総利益 565 0.4% 11,237 5.1% 38,071 19.3% 16,951 8.4%
営業利益 ▲2,251 -1.5% 9,230 4.2% 36,009 18.2% 15,135 7.5%
経常利益 1,197 0.8% 14,260 6.5% 36,478 18.5% 15,057 7.4%
税引前当期利益 1,197 0.8% 14,260 6.5% 36,478 18.5% 15,057 7.4%

第８期第７期第６期第５期

 

 
 
【契約先数と供給量】 

契約電力は、2025年（令和7年）3月で7,195kWとなりました。この内訳として、当社が電力を調達

して需要家へ供給する直接供給が 5,497kW、パートナー企業であるミツウロコグリーンエネルギ-株式会

社による取次供給が 1,698kW となりました。また、この直接供給と取次供給による電力供給量は年間で

合計14,377,010kWhとなりました。 

第８期事業計画の販売目標7,194kW（直接5,409kW、取次1,785kW）に対しては、第８期末では直接

供給は目標以上となりましたが、取次供給は減少しています。これは、主に低圧施設である家庭・小規模

事業者向けの供給サービスが終了し、直接供給に移行したことによります。 
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【売上高と売上原価】 
当期の売上高は、202.8百万円、売上原価は185.8百万円（91.6%）となりました。 
売上原価の内訳は、調達費が79.8百万円（39.3％）、託送料が46.0百万円（22.7％）、負担金（再エネ

納付金、容量拠出金等）が 42.7 百万円（21.1％）、外注費・その他事業原価（外注費、JEPX 取引手数料

等）が15.1百万円（7.4％）、減価償却費（亀岡市上下水道庁舎太陽光・蓄電池）が2.1百万円（1.0％）と

なりました。 
結果、売上総利益は16.9百万円（8.3%）となりました。 
 

 

 
 

  

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

契約電力　計（kW） 7,229 7,226 7,234 7,166 7,050 7,158 7,144 7,147 7,170 7,197 7,207 7,195 ―

公共_高圧 4,138 4,138 4,138 4,090 4,026 4,149 4,149 4,149 4,149 4,192 4,196 4,182 ―

公共_低圧動力 12 12 12 12 12 12 12 12 12 0 0 0 ―

公共_低圧電灯 5 5 5 5 5 5 5 5 4 0 0 0 ―

民間_高圧 1,087 1,087 1,087 1,071 1,050 1,042 1,042 1,042 1,065 1,065 1,072 1,072 ―

民間_動力 146 146 146 146 146 143 143 143 142 143 143 143 ―

民間_低圧電灯 57 57 57 56 57 57 57 60 60 60 60 61 ―

家庭_低圧電灯 38 38 38 38 39 37 37 37 37 37 37 39 ―

1,746 1,743 1,751 1,748 1,715 1,713 1,699 1,699 1,701 1,700 1,699 1,698 ―

販売電力量　計（kWh） 1,010,926 1,010,996 1,128,784 1,432,300 1,306,926 1,365,585 1,076,697 1,061,819 1,245,709 1,318,133 1,271,234 1,147,901 14,377,010

公共_高圧 240,473 247,008 333,564 493,433 341,196 532,156 291,849 298,037 438,612 503,750 511,213 387,776 4,619,067

公共_低圧動力 119 137 117 115 134 193 113 132 61 0 0 0 1,121

公共_低圧電灯 168 194 139 136 161 157 122 167 73 0 0 0 1,317

民間_高圧 64,769 58,893 75,688 169,803 209,088 112,215 71,013 67,124 82,710 89,670 86,949 74,321 1,162,243

民間_動力 4,349 2,521 2,493 4,911 8,185 7,051 4,895 2,863 4,505 6,973 7,105 6,582 62,433

民間_低圧電灯 3,065 3,255 3,025 3,737 5,406 4,588 3,664 3,245 3,017 4,042 3,526 3,558 44,128

家庭_低圧電灯 2,240 1,837 1,611 1,872 2,842 2,329 1,762 1,986 2,070 3,062 2,769 2,783 27,163

695,743 697,151 712,147 758,293 739,914 706,896 703,279 688,265 714,661 710,636 659,672 672,881 8,459,538

平均負荷率（%） 19.4% 18.8% 21.7% 26.9% 24.9% 26.5% 20.3% 20.6% 23.4% 24.6% 25.3% 21.4% －

　取次供給

2024年 2025年
合計

　取次供給

　直接供給

　直接供給

単位：百万円
第５期 第６期 第７期 第８期

売上高 売電売上 147.8 96.2% 213.6 97.7% 193.9 98.2% 200.6 98.9%

その他売上高（取次収入等） 5.7 3.7% 5.0 2.3% 3.5 1.8% 2.1 1.0%

合計 153.6 100.0% 218.7 100.0% 197.4 100.0% 202.8 100.0%

売上原価 調達費 95.1 61.9% 139.6 63.8% 85.1 43.1% 79.8 39.3%

託送料 32.1 20.9% 37.4 17.1% 49.7 25.2% 46.0 22.7%

負担金（再エネ納付金・容量拠出金） 14.2 9.2% 16.8 7.7% 8.1 4.1% 42.7 21.1%

外注費・その他事業原価 12.6 8.2% 13.6 6.2% 14.6 7.4% 15.1 7.4%

減価償却費 ー ー ー ー 1.7 0.9% 2.1 1.0%

合計 154.2 100.4% 207.5 94.9% 159.4 80.7% 185.8 91.6%

売上総利益 ▲0.5 ▲0.0% 11.2 5.1% 38.0 19.3% 16.9 8.3%
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【販売費及び一般管理費と営業利益】 
売上総利益 16.9 百万円に対して、販売費及び一般管理費は総額 1.8 百万円、差し引き営業利益は 15.1

百万円となりました。 
販売費及び一般管理費には、第８期における特別な要因として、インボイス対応等のシステム費用 0.5

百万円、支払手数料（金融機関手数料等）0.1 百万円、旅費交通費 0.2 百万円、租税公課（太陽光発電設

備、蓄電池システム）0.6百万円、支払報酬料（税理士、司法書士費用）0.1百万円を計上しています。 
 
【営業外収益及び営業外費用】 

営業外収益で、受取利息及び雑収入（天候影響に係る保険金等）0.1 百万円を計上しています。また、

営業外費用では、支払利息0.1百万円を計上しています。 
 

【税引前当期純利益及び当期純利益】 

法人税、住民税及び事業税3.4百万円、法人税等調整額0.2百万円を計上し、当期純利益は11.3百万円

となりました。 

 
【配当】 

利益剰余金の配当は可能でありますが、配当は行わず、電力卸取引市場の急激な変動に備えることと、

新事業やまちづくり事業、設備投資等の地域振興に関する事業に来期以降充当します。 
 

(2) 主な設備投資の状況 

単位：円
物件名称 取得価額

亀岡市保健センター蓄電池設備 3,881,920円
亀岡市上下水道庁舎太陽光発電・蓄電池設備 23,720,000円
亀岡市環境プロモーションセンター太陽光発電・蓄電池設備 7,611,000円
よつ葉ホームデリバリー亀岡センター太陽光発電設備 25,700,000円

合　計 60,912,920円  

 
(3) 資金調達の状況 

単位：円
前会計年度末 当会計年度末 増減 借入先・引受先

借入金（運転資金） 4,121,000 1,984,000 -2,137,000 京都銀行
借入金（設備資金） 6,334,000 4,350,000 -1,984,000 京都銀行
借入金（設備資金） 13,000,000 13,000,000 京都銀行

合　計 10,455,000 19,334,000 8,879,000 京都銀行  

  
(4) 対処すべき課題･施策 

①収益性の確保と将来リスクへの対応 
資源価格の乱高下も収まりつつあり、電源原価も落ち着きを取り戻してきておりますが、再生可能

エネルギーの普及に伴い１日における時間単位では大きく乱高下する状況は続いております。また地

球温暖化の進行により異常気象等の頻度や強度が増加している状況において、想定を超える暑さが電

力需要を極端に高めることも予想されます。そのため、引き続き、電力調達先について、相対電源や先

物取引等で市場変動リスクを回避すること、自家消費型太陽光発電の導入で市場調達量を減らすこと

等の対策を図っていきます。 
 

②容量市場への対応 
発電設備の維持・更新を適切に行うために、2024 年度から容量拠出金の負担が生じております。

2025 年度はこの容量拠出金の負担が約 3 分の１に減少しますが、長期的な電力の安定供給を維持し

ていくために必要な制度であるため、この負担の先行き価格は上昇傾向にあります。この様な事業環

境を見据え、この負担の一部を供給先であるお客様と分配することで、継続的な売上及び収益の確保

を目指します。 
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③小売電気事業からの事業展開 

当社の設立目的である地域の発展に貢献していくため、地域活性化事業などを検討・展開していく

必要があります。 
第８期は、小売電気事業と親和性の高い新たな事業として、再生可能エネルギーの導入や省エネル

ギー化などの調査検討を行うとともに、自家消費型太陽光発電の導入（亀岡市環境プロモーションセ

ンター、よつ葉ホームデリバリー亀岡センター）を実行しました。今後は、これらの事業を展開し、公

共・民間問わずこうしたサービスを提供していくことで、市に貢献しながら、かつ、市内の民間企業や

市民にも選ばれる企業を目指します。 
 
 

(5) 財産および損益の状況 

単位：千円
第５期 第６期 第７期 第８期

売上高 153,651 218,740 197,495 202,837
経常利益 1,197 14,260 36,478 15,057
当期純利益 1,030 10,819 26,575 11,383
1株当り当期純利益 6,439円93銭 67,620円76銭 166,098円94銭 71,146円16銭
総資産 94,188 102,470 115,906 137,178
純資産 26,084 36,904 63,480 74,863  

 
(6) 重要な親会社および子会社の状況 

①重要な親会社の状況 
議決権の過半数を有する株主様としては、亀岡市は当社の株式を80株（出資比率50.0%）保有して

おります。 
②重要な子会社の状況 

子会社は所有していません。  
 

(7) 主要な事業内容 
•小売電気事業 
•発電事業、省エネルギー事業 
•新事業やまちづくり事業等地域振興に関する事業 
 

(8) 主要な事業所・営業所 

名称 所在地
本店 京都府亀岡市安町野々神８番地  

 
(9) 従業員の状況（令和7年3月31日現在） 

事業運営は包括委託しており、直接雇用等する従業員はいません。 
 

(10) 主要な借入先（令和7年3月31日現在） 

借入先 借入金残高
京都銀行 19,334,000円  
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(11) 株式の状況 
①発行済株式の総数 160株 
②株主数 7名 
③株主 

株主名 持株数
亀岡市 80株
パシフィックパワー株式会社 46株
亀岡商工会議所 8株
株式会社京都銀行 8株
京都信用金庫 6株
京都中央信用金庫 6株
京都北都信用金庫 6株  

 
 

(12) 会社役員に関する事項 
①取締役及び監査役の氏名等（令和7年3月31日 現在） 

 
 
 

2.その他重要な事項 

特記すべき事項はありません。 
 
                                                 
(注)  1.本事業報告の記載は表示単位未満を切り捨てております。 

2.売上高等の記載金額には、消費税および地方消費税は含まれております。 
  

地位 氏名 担当又は主な職業

代表取締役 桂川　孝裕 亀岡市長

代表取締役 芦刈　義孝 パシフィックパワー株式会社　事業推進部長

監査役 両頭　慎一 株式会社京都銀行　亀岡支店長
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■貸借対照表 
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■損益計算書 
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■株主資本等変動計算書 
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■個別注記表 
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■勘定科目内訳書(1) 
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■勘定科目内訳書(2) 
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■勘定科目内訳書(3) 
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■勘定科目内訳書(4) 
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■勘定科目内訳書(5) 
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■勘定科目内訳書(6) 
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■勘定科目内訳書(7) 
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■附属明細書 

 

 
 
 


